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 調査方法  

 

① 景況感、生産、輸出、在庫、企業業績、設備投資、雇用、  

消費税率引上げの影響、米中貿易摩擦の影響 

                ……… アンケート調査 

調査対象：四経連会員企業を中心に 426社 

回    答：257社（60.3％）  

 

② 個人消費、マネーフロー     ……… ヒアリング調査 

調査対象：四国の小売、観光、金融など 26社                     

 

 

 調査期間  

 

  2019 年 9月１日(日) ～ 9月 9日(月)  
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１. 調査結果の概要 

個人消費は比較的底堅く、企業業績や雇用も引き続き良好に推移しているものの、生

産活動や輸出は弱めの動きとなっている。 

四国の景気が「既に回復｣または「回復傾向」とみる企業の割合が、前回 6月調査から

僅かに低下して 48％となり、「低迷・底ばい」または「下降」とみる企業の割合を下回

るなど、経営者の景況感に陰りが出ている。 

このように四国の景気は、緩やかな回復の動きが続いているものの、一部に足踏み感

がみられる。 

    経営者の景況感  

  現在の四国の景気について、「既に回復」または「回復傾向」とみる企業の割合が前回

6 月調査の 51％から 48％へ僅かに低下し、「低迷・底ばい」または「下降」とみる企業

の割合（52％）を 12四半期ぶりに下回るなど、経営者の景況感に陰りがみられる。  

   生産・消費など経済活動の現況  

生産の現状（2019 年 7～9 月期）は、前年同期と比べ「減少」とする企業の割合が前

回 6月調査の 19％から 16％へ僅かに低下したものの、「増加」とする企業の割合（22％）

は大きく低下した前回調査と同率にとどまるなど、力強さを欠いている。 

輸出の現状（2019年 7～9月期）は、前年同期と比べ「減少」とする企業の割合が 3四

半期連続で上昇して 23％となり、「増加」とする企業の割合（19％）を 13四半期ぶりに

上回るなど、弱含んでいる。 

在庫は、｢過剰」または「やや過剰」とする企業の割合が前回 6月調査の 22％から 19％

へ僅かに低下し、低い水準で推移している。 

企業業績は、「大変良い」または「良い」とする企業の割合が、前回 6 月調査の 33％

から 30％へ低下したものの、「悪い」または「大変悪い」とする企業の割合（22％）を

13四半期連続で上回り、良好に推移している。 

設備投資は、2019年度の投資額（計画）について、昨年度に比べ「増加」とする企業

の割合（31％）が前回 6月調査（30％）とほぼ同じ水準となり、「減少」とする企業の割

合（19％）を上回るなど、持ち直しの動きが続いている。 

雇用は、雇用調整を現在実施している企業の割合が、前回 6 月調査の 5％から 3％へ

さらに低下しており、雇用は良好な状況が続いている。 

個人消費は、梅雨明けの遅れや台風等の天候不順の影響もあり夏物衣料品や季節家電

は振るわなかったものの、消費税率引上げを控え時計・宝飾品等の高額商品や自動車な

どが堅調となったことから、全体として底堅く推移している。 

マネーフロー（銀行貸出）は、企業向けは省力化投資や設備更新を目的とした資金需

要が堅調で、個人向けも住宅ローンを中心に底堅く推移するなど、持ち直しの動きが続

いている。 
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（％）

既に回復 回復傾向 既に回復 回復傾向 既に回復 回復傾向

今回(9月調査) 60 2 58 54 - 54 33 2 31

前回(6月調査) 66 5 61 54 - 54 36 3 33

計

(注)大企業：資本金10億円以上、中堅企業：1億円以上10億円未満、中小企業：1億円未満

大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

計 計

（％）

既に回復 回復傾向 低迷・底ばい 下降

製 造 業 2 38 41 19

非 製 造 業 1 50 37 12

2 46 38 14

製 造 業 3 39 40 18

非 製 造 業 3 52 32 13

3 48 34 15

49
計

前回
(6月調査)

48 52

51

今回
(9月調査)

計

「既に回復」  回復し、拡大しつつある 「回復傾向」   回復に向かいつつある

「低迷 底ばい」  低迷しており、底ばい状態にある 「下降」  下降局面にある

２. 調査結果 

（１）経営者の景況感 

○ 現在の四国の景気について、「既に回復」または「回復傾向」とみる企業の割合が前

回 6 月調査の 51％から 48％へ僅かに低下し、「低迷・底ばい」または「下降」とみる

企業の割合（52％）を 12四半期ぶりに下回るなど、経営者の景況感に陰りがみられる。 

現在の景気の局面（景況感） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景気の局面(景況感)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）企業規模別の景気の局面 
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（％）

良くなる 変わらない 悪くなる

製 造 業 3 75 22

非 製 造 業 5 74 21

計 4 74 22

製 造 業 4 79 17

非 製 造 業 9 80 11

計 7 80 13

今回
(9月調査)

前回
(6月調査)

○ 来期（2019年 10～12月期）の景気について、現在と比べ「変わらない」とみる企業

の割合が 74％と大半を占める一方、「悪くなる」とみる企業の割合が前回 6 月調査の

13％から 22％へ上昇している。 

 

景気の先行き（現在と比較した 2019年 10～12月期の予想） 
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（％）

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

(注)調査対象：四国に工場を持つ製造業（回答数：77社）

10
前回(6月調査)
2019年4～6月期

22 59 19 15 75

前年同期を基準とした比較 前期を基準とした比較

今回(9月調査)
2019年7～9月期

22 62 16 18 70 12

（％）

増加 横ばい 減少

今回(9月調査)
2019年10～12月期 23 51 26

前年同期を基準とした比較

（２）生産・消費など経済活動の現況 

① 生産（四国内の工場の生産活動） 

○ 生産の現状（2019 年 7～9月期）について、前年同期と比べ「減少」とする企業の割

合が前回 6 月調査の 19％から 16％へ僅かに低下したものの、「増加」とする企業の割

合（22％）は大きく低下した前回調査と同率にとどまるなど、力強さを欠いている。 

  来期（2019年 10～12月期）の生産については、前年同期と比べ「減少」とする企業

の割合（26％）が「増加」とする企業の割合（23％）を上回る見通し。 

 

 

生産の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産の先行き（2019年 10月～12月の予想） 

 

 

 

 

 

 

生産の現状（前年同期を基準とした比較）の推移 
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（％）

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

(注)調査対象：四国に工場を持ち、輸出している製造業（回答数：47社）

17
前回(6月調査)
2019年4～6月期

21 62 17 19 64

前年同期を基準とした比較 前期を基準とした比較

今回(9月調査)
2019年7～9月期

19 58 23 17 68 15

（％）

増加 横ばい 減少

今回(9月調査)
2019年10～12月期 18 65 17

前年同期を基準とした比較

② 輸 出（四国内の工場の輸出動向） 

○ 輸出の現状（2019 年 7～9月期）について、前年同期と比べ「減少」とする企業の割

合が 3四半期連続で上昇して 23％となり、「増加」とする企業の割合（19％）を 13四

半期ぶりに上回るなど、弱含んでいる。 

  来期（2019年 10～12月期）の輸出については、前年同期と比べ「減少」とする企業

の割合（17％）が「増加」とする企業の割合（18％）とほぼ同じ水準となる見通し。 

 

輸出の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出の先行き（2019年 10月～12月の予想） 

 

 

 

 

 

輸出の現状（前年同期を基準とした比較）の推移 
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（％）

過剰 やや過剰 適正 やや不足 不足

製 造 業 3 17 73 7 0

非 製 造 業 0 17 76 4 3

2 17 6 1

74

製 造 業 1 21 66 10 2

非 製 造 業 0 22 74 4 0

1 21 9 1

68
(注)調査対象：在庫を持つ企業（回答数95：製造業66社、非製造業29社）

今回
(9月調査)

計
19 7

10

前回
(6月調査)

計
22

（％）

３ヵ月以内 ６ヵ月以内 １年以内 １年より先

製 造 業 8 23 31 38

非 製 造 業 20 20 0 60

計 11 22 22 45

(注)調査対象：現在の在庫水準を「過剰」「やや過剰」と回答した企業

③ 在 庫 

○ 現在の在庫状況について、｢過剰」または「やや過剰」とする企業の割合が前回 6月

調査の 22％から 19％へ僅かに低下し、低い水準で推移している。 

 

現在の在庫水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在庫水準の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）在庫調整が終了し適正な水準に戻ると予想する時期 

 

 

 

 

 

 

 

26
28

21
19 19

17
19 20

22
20

17
20

22
19

0

10

20

30

40

50

6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9

2016年 2017年 2018年 2019年

(％)

(調査月)

「過剰」または「やや過剰」



- 7 - 

 

（％）

大変良い 良い
どちらとも
いえない

悪い 大変悪い

製 造 業 2 25 48 24 1

非 製 造 業 2 30 48 19 1

2 28 21 1

48

製 造 業 3 30 42 22 3

非 製 造 業 1 32 46 20 1

2 31 21 1

45

30 22

前回
(6月調査)

計
33 22

今回
(9月調査)

計

（％）

大変良い、
良い

どちらとも
いえない

悪い、
大変悪い

大変良い、
良い

どちらとも
いえない

悪い、
大変悪い

大変良い、
良い

どちらとも
いえない

悪い、
大変悪い

今回
(9月調査)

20 57 23 32 45 23 37 42 21

前回
(6月調査)

27 50 23 34 43 23 38 41 21

(注)大企業：資本金10億円以上、中堅企業：1億円以上10億円未満、中小企業：1億円未満

大企業 中堅企業 中小企業

（％）

３ヵ月以内 ６ヵ月以内 １年以内 １年より先

製 造 業 3 7 23 67

非 製 造 業 1 4 24 71

計 2 5 24 69

(注)調査対象：現在の業績水準を「どちらともいえない」「悪い」「大変悪い」と回答した企業

④ 企業業績 

○ 現在の業績について、「大変良い」または「良い」とする企業の割合が、前回 6月調

査の 33％から 30％へ低下したものの、「悪い」または「大変悪い」とする企業の割合

（22％）を 13四半期連続で上回り、良好に推移している。 

現在の業績水準 
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（参考）企業規模別の業績水準 

 

 

 

 

 

 

（参考）業績が良くなると予想する時期 
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（％）

維持・更新投資 25 ( 22 ) 67 ( 68 ) 8 ( 10 ) 17 ( 12 )

合理化・省力化投資 18 ( 20 ) 74 ( 71 ) 8 ( 9 ) 10 ( 11 )

能力増強投資 18 ( 22 ) 71 ( 66 ) 11 ( 12 ) 7 ( 10 )

新製品の生産や新規事業の
進出に向けた投資

14 ( 16 ) 79 ( 75 ) 7 ( 9 ) 7 ( 7 )

研究開発投資 7 ( 9 ) 88 ( 86 ) 5 ( 5 ) 2 ( 4 )

（注）（　）内の数字は前回6月調査の回答割合

増加 横ばい 減少 増加-減少

(％)

計 30%以上 30%未満 計 30%未満 30%以上

14 14 5 14

18 14 12 7

17 14 10 9

16 13 5 15

14 16 7 11

15 15 7 12

前回
(6月調査)

29

30

30計 51 19

製 造 業 51 20

非製造業 52 18

増加

53 19

非製造業 49 19
今回

(9月調査)

28

32

31

製 造 業

計 50 19

横ばい
減少

⑤ 設備投資（四国内の投資） 

○ 2019年度の投資額（計画）について、昨年度に比べ「増加」とする企業の割合（31％）

が前回 6月調査（30％）とほぼ同じ水準となり、「減少」とする企業の割合（19％）を

上回るなど、持ち直しの動きが続いている。 

 

2019年度 設備投資計画（2018年度との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）目的別の 2019年度 設備投資計画（2018年度との比較） 
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（％）
実施している 実施していない

製 造 業 6 94

非 製 造 業 2 98

計 3 97

製 造 業 7 93

非 製 造 業 4 96

計 5 95
（注1）雇用調整とは、人員の削減、採用の削減 停止、派遣 ﾊﾟｰﾄ等への切替、
　 　　残業規制、賃金カットなどを指す。
（注2）調査対象：四国に本社を置く企業（回答数196社：製造業67社、非製造業129社）

今回(9月調査)

前回(6月調査)

（％）

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰

製 造 業 19 46 33 2 0

非 製 造 業 16 53 30 1 0

17 51 1 0

31

製 造 業 16 45 36 3 0

非 製 造 業 12 52 33 2 1

13 49 3 1

34

（注）調査対象：四国に本社を置く企業（回答数196社：製造業67社、非製造業129社）

今回
(9月調査)

計
68 1

前回
(6月調査)

計
62 4

⑥ 雇 用（四国に本社を置く企業の雇用） 

○ 四国に本社を置く企業で、雇用調整を現在実施している企業の割合が、前回 6 月調

査の 5％から 3％※へさらに低下しており、雇用は良好な状況が続いている。 

※調査開始（1994 年 6 月）以来、最も低い割合。 

現在の雇用調整の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用調整の実施状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 人手の過不足の状況について、「不足」または「やや不足」とする企業の割合が前回

6月調査の 62％から 68％※へ上昇し、「適正」とする企業の割合（31％）を大きく上回

っており、引き続き人手不足感は強まっている。 

※設問設定（2015 年 3 月）以来、最も高い割合。 

人手の過不足の状況 
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⑦ 個人消費 

 

○ 個人消費は、梅雨明けの遅れや台風等の天候不順の影響もあり夏物衣料品や季節家

電は振るわなかったものの、消費税率引上げを控え時計・宝飾品等の高額商品や自動

車が堅調となるなど、全体として底堅く推移している。 

 

具体的には、 

・ 百貨店は、夏の初めに低気温が続いたこともあって夏物衣料品が振るわなかったも

のの、消費税率引上げを控え時計・宝飾品などの高額商品やバッグ・靴などの身の回り

品は比較的好調なことから、全体として堅調に推移している。 

 

・ スーパーは、働く主婦の増加や節約志向に伴う外食手控えから、惣菜や生鮮食品等は

底堅く推移しているものの、天候不順もあって飲料やアイス、夏物衣料等の季節性商品

が振るわず、日用品もドラッグストアとの競合で減少したことなどから、全体として低

調に推移している。 

 

・ 商店街は、アクセサリーなど一部の商品で駆け込み需要があるものの、夏物衣料は不

振で、インバウンド向け販売も伸び悩んでいることなどから、全体として力強さを欠い

ている。 

 

・ 乗用車販売は、踏み間違い防止装置など安全性を高めた新型車への関心が高まって

いるほか、消費税率引上げが買い替えを後押ししていることもあって、ファミリーカー

や軽自動車などを中心に販売台数が増加している。 

 

・ 家電販売は、梅雨明けの遅れなどの影響でエアコン・扇風機等は伸び悩んだものの、

関心が高まっている４Ｋや有機ＥＬテレビ、Windows7 のサポート終了（2020 年 1 月）

を控えるパソコンの買い替え需要もあり、全体として底堅く推移している。 

 

・ 観光・宿泊関連は、お盆時期に台風の影響で宿泊などのキャンセルがあったものの、

瀬戸内国際芸術祭やＧ20 労働雇用大臣会合をはじめとした大型行事の開催や、直行便

就航都市等からのインバウンド客の増加などから、全体として堅調に推移している。 

 

⑧ マネーフロー 

 

○ 銀行の貸出について、企業向けは省力化投資や設備更新を目的とした資金需要が堅

調で、個人向けも住宅ローンを中心に底堅く推移するなど、持ち直しの動きが続いて

いる。 
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（％）

かなり減少 少し減少
ほとんど
影響はない

製 造 業 - 23 77

非 製 造 業 4 29 67

3 27

70

製 造 業 9 39 52

非 製 造 業 14 45 41

12 43

4555

計

計

30

今回
(9月調査)

前回
(2014年3月調査)

（％）
駆け込み需要などで

かなり増加
駆け込み需要などで

少し増加
ほとんど
影響はない

生活防衛意識
などで減少

製 造 業 - 9 91 -

非 製 造 業 1 8 89 2

1 8

89 2

製 造 業 10 28 61 1

非 製 造 業 9 28 59 4

9 28

60 3

今回
(9月調査)

計
9

前回
(2014年3月調査)

計
37

（３）消費税率引上げの影響（トピックス調査 1） 

① 現在の売上への影響 

○ 今年 10 月からの消費税率引上げによる現在の売上への影響については、「ほとんど

影響はない」とする企業の割合が 89％と大半を占める一方、駆け込み需要で「かなり

増加」または「少し増加」とする企業の割合は 9％にとどまっている。 

前回の消費税率引上げ時（2014年 3月調査）と比較すると、「かなり増加」または「少

し増加」とする企業の割合は、ほぼ 4分の 1（37％→9％）に減少している。 

 

現在の売上への影響（2014年 4月消費税率引上げ時の調査との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 来期(2019年 10～12月期)の売上への影響 

○ 消費税率引上げによる来期(2019 年 10～12 月期)の売上への影響については、「ほと

んど影響はない」とする企業の割合が 70％を占める一方、現在と比べ「かなり減少」

または「少し減少」とする企業の割合が 30％となっている。 

前回の消費税率引上げ時（2014年 3月調査）と比較すると、「かなり減少」または「少

し減少」とする企業の割合は、ほぼ半減（55％→30％）している。 

 

来期の売上への影響 
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（％）
既に

マイナス影響
半年以内に

マイナス影響
影響なし

既にプラス
影響あり

製 造 業 19 15 66 -

非 製 造 業 5 12 82 1

10 13

76 1

製 造 業 12 11 77 -

非 製 造 業 6 14 79 1

8 13

78 1
(注1)調査対象：四国に本社を置く企業（回答数182社）

今回
(9月調査)

計
23

前回
(6月調査)

計
21

（複数回答、％）

　国内取引先からの受注減少 51 ( 52 ) 48 ( 69 ) 56 ( 40 )

　仕入れコストの上昇 31 ( 42 ) 29 ( 31 ) 33 ( 50 )

　海外取引先からの受注減少
　（輸出の減少など)

26 ( 18 ) 43 ( 39 ) 6 ( 5 )

　海外事業拠点の受注減少 18 ( 9 ) 29 ( 23 ) 6 ( - )

　販売価格の低下
　（コストダウン要請など)

13 ( 9 ) 24 ( 23 )   - ( - )

　国内事業戦略の見直し
　（設備投資計画・取引先の変更など）

8 ( - ) 5 ( - ) 11 ( - )

　海外事業戦略の見直し
　（事業拠点・取引先の変更など）

5 ( - ) 10 ( - )   - ( - )

　その他 10 ( 12 )   - ( 8 ) 22 ( 15 )

(注1)調査対象:「既にマイナス影響が出ている」「半年以内にマイナス影響が見込まれる」と回答した企業

(注2)（　）内の数字は、前回調査(2019年6月)の回答割合

業種別
計

製造業 非製造業

（４）米中貿易摩擦の影響（トピックス調査 2） 

①影響の程度 

○ 米中貿易摩擦による事業への影響について、「既にマイナス影響が出ている」とする

企業の割合は前回 6 月調査の 8％から 10％へ僅かに上昇している。 

「今後、半年以内にマイナス影響が見込まれる」とする企業の割合は、前回 6月調査

と同じ 13％となり、「既にマイナス影響が出ている」と合わせると全体の 2割強を占め

ている。 

 

米中貿易摩擦の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②マイナス影響の内容 

○ 「既にマイナス影響が出ている」または「今後、半年以内にマイナス影響が見込まれ

る」と回答した企業における影響の内容は、「国内取引先からの受注減少」が 51％を占

めて最も多く、次いで「仕入コストの上昇」が 31％、「海外取引先からの受注減少」が

26％などとなっている。 

影響の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（お問い合わせ先） 

   四国経済連合会 産業経済部 太田 

   電話：０８７－８５１－６０３２（代表） 

   四国経済連合会ホームページアドレス  http://www.yonkeiren.jp/ 

http://www.yonkeiren.jp/

